
令和７年度事業報告 
 
 Ⅰ．概 況 

令和７年度の国内情勢は、為替市場の不安定な動きや物価高の影響が長期化し、

賃上げの動きが見られたものの、実質賃金の伸び悩みが続くなど、国民生活への影

響が懸念されました。加えて、エネルギー価格や原材料費の高止まりも相まって、

国内経済は依然として先行き不透明な状況にありました。 

 このような中、小林法人会ではＳＤＧsへの積極的な取り組みを継続し、租税教

室や「税に関する絵はがきコンクール」の実施を通じて、未来を担う子どもたちに

税の大切さを伝えました。さらに、会員に有益な税務情報の提供や税務研修会の開

催など、幅広い活動にも力を注ぎました。 

 こうした取り組みを通じて、令和７年度に予定していた事業を概ね実施すること

ができました。 

 

【公益目的事業】 
１．税を巡る諸環境の整備改善等を図ることを目的とする事業  
 （１）税制改正への提言 

  令和８年度税制改正については、税制委員会において会員からの改正要望事項を

取りまとめ、検討会を重ねた上で、県法連を通じて全法連に提出した。あわせて、

地元選出国会議員、県知事、小林市長、えびの市長、高原町長及び各市町議会議長

に対し、税制改正提言事項の実現に向けた協力を要請した。 

 

 （２）税の啓発活動・租税教育活動 

  わが国の将来を担う子供たちに税の仕組みを理解してもらうため、青年部会及び

女性部会を中心として、小林小学校、西小林小学校及びえびの市真幸小学校におい

て「税」に関する租税教室を実施した。具体的には、「マリンとヤマト」と題する

税に関するＤＶＤを上映し、その後、当法人会青年部会員が身近な税の使われ方に

ついて、具体例を交えながら講話を行った。 

  ８月１８日には、地元の小学生を対象に租税教室バスツアーを実施した。小林市

議会、小林税務署及び小林警察署を訪問・見学することにより、税の大切さへの理

解を深めるとともに、将来の進路選択の一助となるよう努めた。 

  女性部会は、税に関する知識の理解を深めることを目的として、管内小学校２１

校の高学年を対象に絵はがきコンクールを実施した。 

 

（３）広報活動の充実 

 法人会のイメージアップ及び知名度向上並びに会員増強を図るとともに、広く

一般に対する税の啓発に資するため、次のとおり広報活動を実施した。 



①法人会ポスター及び屋外広告の掲出 

②地域社会貢献活動に関するチラシの配布 

③季刊誌「ほうじん」及び広報誌「情報誌すばる」の発行 

④ホームページによる法人会活動の周知 

⑤税に関する「ｅ－Ｔａｘ利用普及」の広報 

 

（４）地域社会への貢献を目的とする事業 

 ①会員をはじめ広く一般の企業及び市民を対象に、経済・経営・税務に関するテー

マとした講演会を地域企業並びに地域社会の健全な発展に資する目的で開催した。 

 ②地域社会貢献活動の一環として、日赤の協力で会員企業及び一般市民を対象に献

血活動を小林市のサンキュー小林店で実施した。 

 ③女性部会による生活習慣病予防健診の一環として、会員企業及び一般市民を対象

に、乳がん検診活動を実施した。 

  

２．法人会の活動を支援することを目的とする事業 
（１）組織の強化・充実 

  法人会の活動基盤である組織の一層の拡充を図るため、役員・青年部会・女性部

会に協力をお願いして会員増強に努めた。 

  

（２）委員会活動の積極化 

   法人会活動の充実強化を図るため委員会活動を積極的に推進するために、各委員

において具体的活動内容などについて協議した。 

  

（３）青年部会・女性部会の事業活動 

  青年部会・女性部会については法人会活動の行動的組織であるとともに、事業後

継者としての人材育成の場であるため、自主的活動のほか親会の主要事業の主管を

するなど事業活動に積極的に取り組んだ。 

  令和７年度は、県連女性部会連絡協議会主催による「第２４回女性の集い小林大

会」が宮崎小林カントリークラブにおいて開催され、青年部会及び女性部会の多く

の会員が大会運営に携わった。 

   

（４）関係機関との連携事業 

  税務当局との間では、指導監督のほか研修会への講師派遣、税情報の提供などを

通じて適時適切な連絡調整に努めた。 

  また、税理士会・税務関係団体長連絡協議会及び関係保険会社との間においても

連携強化に努めた。 

 

 

 



【共益目的事業】 

１．会員の福利厚生に資する事業 

（１）福利厚生制度の推進 

経営者大型総合保障制度をはじめとする福利厚生制度については、取り扱い保

険会社３社との連携を強化し、役員をはじめ会員の協力の下に会員のさまざまな

リスクをカバーする制度として積極的に推進した。なお、推進に当たっては、事

前に会員企業のコンタクトを取り、企業向けの経営者大型総合保障制度、ビジネ

スガード及び個人向けの法人会がん保険・法人会医療保険の推進に努めた。 

① 大同生命保険（株）の経営者大型保障制度等 

② ＡＩＧ損害保険（株）のビジネスガード 

③ アフラックのがん保険・医療保険 

制度名 加入者数 加入率 

経営者大型保障制度等（大同生命） １１２社 ３０．５％ 

ビジネスガード（ＡＩＧ） １１９社 ３２．３％ 

がん保険（アフラック） ７３社 １９．９％ 

医療保険（アフラック） ３７社 １０．１％ 

 

２．会員の交流に資するための事業   

（１）会員の交流を図るための事業 

  会員支援や会員の輪を広げるために、会員間の情報交換や情報提供を図った。 

 
Ⅱ.組織関係 
   小林法人会    R8.3.31 

法 人 数 
会 員 数 

加 入 率 
正 会 員 賛助会員 

1,347 357 21 26.5％ 
          
  全国法人会総連合  R8.3.31 

法 人 数 
会 員 数 

加 入 率 
正 会 員 賛助会員 

2,356,329 684,973 25,485 29.1％ 
 
  宮崎県法人会連合会 R8.3.31 

法 人 数 
会 員 数 

加 入 率 
正 会 員 賛助会員 

22,414 5,576 324 24.9％ 
     
  青年部会会員数  ２４名 
  女性部会会員数  ２８名 

 


